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諮問庁：外務大臣 

諮問日：令和２年１０月２７日（令和２年（行情）諮問第５４２号） 

答申日：令和３年７月１日（令和３年度（行情）答申第１１５号） 

事件名：「行政文書ファイル「集団的自衛権５」以降に同種のテーマで行政文

書ファイルに綴られている文書」の不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「行政文書ファイル「集団的自衛権５」以降に同種のテーマで行政文書

ファイルに綴じられている文書の全て。＊「集団的自衛権６」等の連番の

行政文書ファイル名のものがあれば，それらを希望。」（以下「本件対象

文書」という。）につき，開示請求に形式上の不備があるとして不開示と

した決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和２年７月１０日付け情報公開第０

０６７６号により外務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が

行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求

める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人は，令和元年度（行情）答申第３６３号（以下「前回答申」

という。）がいうところの「補正の参考となる情報を提供」（４頁）され

ていないので，不開示決定を取り消して，改めて参考となる情報の提供を

求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

諮問庁は，審査請求人が平成２８年６月２２日付けで行った審査請求を

受け，情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に諮問

し，令和元年１２月１２日付けで前回答申を得た。前回答申において審査

会が当該審査請求で「開示した決定については，請求する文書の名称等の

補正を求めた上で，改めて文書の特定を行い，開示決定等をすべきであ

る」と判示したことを受け，処分庁は，審査請求人に対し相当の期間を定

めて補正を求めたが，審査請求人は期限を過ぎても補正に応じなかったた

め，不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，令和２年７月２９日付けで，前回答申がい
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うところの「補正の参考となる情報を提供」(４頁）されていないので，

不開示決定を取り消して，改めて参考となる情報の提供を求める旨の審査

請求を行った。 

２ 原処分について 

処分庁は，令和２年５月２７日付けの情報公開第００３２３号別紙記載

のとおり，審査請求人に対して，同人が開示請求書に記した「「集団的自

衛権６」等の連番の行政文書ファイル」が作成されていないことも踏まえ

た上で，開示決定済みの「集団的自衛権５」で特定された行政文書の内容

等を参考に，開示請求する行政文書の名称等について，いかなる態様及び

内容の文書を請求するのか具体的に示すよう」，２週間の期限を定めて請

求件名の補正依頼を行った。 

これに対し，翌２８日付けで審査請求人から，「前回答申がいうところ

の「補正の参考となる情報を提供」(４頁）戴きますようお願い申し上げ

ます。また再提出期限・・・につきましても「補正の参考となる情報を提

供」戴きましてから相当期間延長戴きますようお願い申し上げます」との

ＦＡＸが接到した。 

処分庁の記録では，審査請求人は，諮問庁が保有する行政文書ファイル

「集団的自衛権１」～「同５」，及び「「集団的自衛権５」以降のファイ

ル」について，過去に計７回の開示請求を行っており，諮問庁は本件審査

請求の対象である請求番号２０１５－００１９８を除く，全ての案件に対

して計１７０件の文書を特定している。処分庁はこれらのほぼ全ての文書

について開示等の決定を行い，審査請求人は，当該行政文書ファイルに綴

じられた文書の名称等を示す対象行政文書一覧及び開示とした対象行政文

書を入手していることから，令和２年６月１０日付けの情報公開第００４

２７号別紙記載のとおり，「処分庁としては，「集団的自衛権」に関し，

処分庁が作成・取得した行政文書の様態や内容は，これら過去の開示請求

に対する決定通知により十分に把握することができると考えており，すで

に貴殿（注：請求人）は行政文書の様態や内容を特定するための十分な情

報を有して」いるとの認識の下，その上で，審査請求人の求めに応じ，同

別紙記載のとおり，請求人の当該要求を受けて念のため請求人が「過去に

処分庁に対して行った「集団的自衛権」に関連する情報公開請求案件をと

りまとめた一覧」を参考情報として提供し，改めて２週間の期限を設け，

請求件名を補正するよう再度依頼した。しかしながら，同人からは，期限

を過ぎても連絡がなく，原処分のとおり，開示請求書の「形式の不備が補

正されなかったため」，不開示の決定を行ったものである。 

３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，前回答申がいうところの「補正の参考となる情報を提

供」(４頁）されていないので，不開示決定を取り消して，改めて参考と
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なる情報の開示を求めるとして，不開示決定の取消しを求めている。 

しかしながら，処分庁の記録では，審査請求人は，諮問庁が保有する行

政文書ファイル「集団的自衛権１」～「同５」，及び「「集団的自衛権

５」以降のファイル」について，過去に計７回の開示請求を行っており，

処分庁は本件審査請求の対象である請求番号２０１５－００１９８を除く

全ての案件に対して計１７０件の文書を特定の上，これらのほぼ全ての文

書について開示等の決定を行い，審査請求人は，当該行政文書ファイルに

綴じられた文書の名称等を示す対象行政文書一覧及び開示とした対象行政

文書を入手していることから，令和２年６月１０日付けの情報公開第００

４２７号別紙記載のとおり，「処分庁としては，「集団的自衛権」に関し，

処分庁が作成・取得した行政文書の様態や内容は，これら過去の開示請求

に対する決定通知により十分に把握することができると考えており，すで

に貴殿（注：請求人）は行政文書の様態や内容を特定するための十分な情

報を有して」いるとの認識の下，その上で，審査請求人の求めに応じ，情

報公開第００４２７号別紙記載のとおり請求人の当該要求を受けて念のた

め請求人が「過去に処分庁に対して行った「集団的自衛権」に関連する情

報公開請求案件をとりまとめた一覧」を参考情報として提供し，請求件名

の補正を依頼しており，「「補正の参考となる情報を提供」されていな

い」との指摘は当たらない。 

４ 結論 

補正期限を２週間以上過ぎても補正，又は追加の情報提供の要請等がな

されなかったことから，本件開示請求について，不開示の決定を行ったも

のであり，原処分は妥当である。 

上記の論拠に基づき，諮問庁としては原処分を維持することが妥当であ

ると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和２年１０月２７日 諮問の受理 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 令和３年５月２８日  審議 

   ④ 同年６月２４日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

審査請求人に補正を求めたが，審査請求人はこれに応じなかったため，本

件開示請求には行政文書の特定が不十分という形式上の不備があるとして

不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は原処分の取消しを求めているが，諮問庁は原
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処分を妥当としていることから，以下，原処分の妥当性について検討する。 

２ 原処分の妥当性について 

（１）形式上の不備の有無について 

ア 開示請求書に記載を求められる「行政文書を特定するに足りる事

項」（法４条１項２号）は，行政機関の職員が，当該記載から開示請

求者が求める行政文書を他の行政文書と識別できる程度の記載を要す

るものと解される。 

イ 前回答申及び上記第３の２の諮問庁の説明のとおり，行政文書ファ

イル「集団的自衛権５」には，集団的自衛権に関連する何らかの記述

がある多種多様な形式・用途の文書がつづられているところ，「集団

的自衛権５」の行政文書ファイル作成以降，「集団的自衛権６」等の

連番の行政文書ファイルは作成されておらず，いかなる態様及び内容

の文書をもって行政文書ファイル「集団的自衛権５」と「同種のテー

マ」でつづられた文書であるといえるかは必ずしも明らかでないため，

行政文書ファイル「集団的自衛権５」と「同種のテーマ」という本件

開示請求文言だけでは，処分庁が当該請求文言に該当する文書を特定

することは困難であって，法４条１項２号に規定する行政文書の名称

その他の開示請求に係る行政文書を特定するに足りる事項が記載され

ているとは認められないから，本件開示請求には，行政文書の不特定

という形式上の不備があると認められる。 

（２）求補正手続の妥当性について 

 諮問書の添付資料によると，処分庁が審査請求人に対して行った求補

正の経緯等は，おおむね上記第３の２の諮問庁の説明のとおりであると

認められる。また，審査請求人が過去の開示決定により，既に処分庁が

作成・取得した行政文書の様態や内容を特定するための十分な情報を有

しているとの認識の下，集団的自衛権に関連する情報公開請求案件をと

りまとめた一覧を参考情報として提供するなどして補正を依頼したもの

の，期限までに回答がなかったことから不開示決定を行ったなどとする

諮問庁の上記第３の２の説明は首肯でき，法４条２項の規定の趣旨に照

らしても不適切な点は認められない。 

（３）したがって，本件開示請求には形式上の不備があると認められ，処分

庁による求補正によっても当該不備は補正されず，開示請求の対象とな

る文書を特定することができなかったことから，処分庁が本件開示請求

に形式上の不備があることを理由に原処分を行ったことは妥当である。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，開示請求に形式上の不備がある

として不開示とした決定については，開示請求に行政文書の不特定という

形式上の不備があると認められるので，不開示としたことは妥当であると
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判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 佐藤郁美，委員 中川丈久 


